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４ 波及効果分析の一例 

 

 

 

 

 ここでは 13 部門の各係数を用いて波及効果を求める。 

経済波及効果分析は、通常、下図のような流れで進める。 

経済波及効果分析の流れ

製造業最終需要 100

県内からの自給額 21.54 移輸入依存額　78.46

県外への波及

原材料等投入額 12.58 粗付加価値額 8.96

移輸入依存額

4.83 7.75
県外への波及

生産誘発額　  6.46

3.46

雇用者所得　5.99（4.25+1.74）

3.60

県内からの 移輸入
自給額 依存額

2.52 1.08
県外への波及

雇用者所得　4.25

雇用者所得　1.74

雇用者所得 0.85

消費支出増加額

生産誘発額　3.20 うち粗付加価値額2.14

県内からの自給額

うち粗付加価値額

製造業の県内自給率

投入係数

県内自給率

逆行列係数

雇用者所得率

雇用者所得率

直
接
効
果

第
１
次
波
及
効
果

消費転換係数（ここでは平均消費性向）

消費支出構成（ここでは、民間消費支出構成比）

県内自給率

雇用者所得率

第
２
次
波
及
効
果 逆行列係数

 

 (1) 県内需要額と直接効果 

 通常、需要額の中には県外から移輸入するものも含まれており、これを取り除く必要

がある。 

 まず、製造業の県内自給率を求める。 

自給率は１－移輸入率     移輸入率は、移輸入額／県内需要額 

                （県内需要額＝総需要額―移輸出額） 

製造業で 100 億円の最終需要が生じた場合の県内産業への経済波及効果を求

める方法は次のとおり。 

平成７年の県内生産額と移輸入を合わせた総供給は 11 兆 5,838 億円で、その

うち県内生産額は 8 兆 7,635 億円（75.7％）である。 
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自給率＝1－(2,225,366／2,836,463)＝0.215443 

 したがって、100 億円のうち県内製造業に対する需要額は、21.54 億円となる。 

① 原材料等調達額 

投入係数表の製造業の列の係数に 21.54 億円を乗じることにより原材料等調達額を求

める。 

（注）計数の端数処理の関係上、内訳と計などが表記と一致していない場合がある。 

投入計数表（P48、49より抜粋） （億円）

製 造 業
需要増加額

の 内 訳
01 農 林 漁 業 0.014496 0.31
02 鉱 業 0.007214 0.16
03 製 造 業 0.389946 8.40
04 建 設 0.003678 0.08
05 電力・ガス・水道 0.028101 0.61
06 商 業 0.048516 1.05

県内需要額 07 金 融 ・ 保 険 0.007759 0.17
× 08 不 動 産 0.002047 ＝ 0.04

21.54億円 09 運 輸 ・ 郵 便 0.027076 0.58
10 情 報 通 信 0.011061 0.24
11 公 務 0.000000 0.00
12 サ ー ビ ス 0.040850 0.88
13 分 類 不 明 0.003233 0.07

内 生 部 門 計 0.583978 12.58
家 計 外 消 費 支 出 0.015188 0.33
雇 用 者 所 得 0.197335 4.25

営 業 余 剰 0.064479 1.39
資 本 減 耗 引 当 0.112212 2.42
間接税（除く関税) 0.026967 0.58
[控除]経常補助金　 -0.000159 0.00
粗付加価値部門計 0.416022 8.96
県 内 生 産 額 1.000000 21.54

直接効果まとめ （億円）
生産誘発額 うち粗付加価値誘発額 うち雇用者所得誘発額

21.54 8.96 4.25  

（2) 第１次波及効果 

 ① 原材料等調達額のすべてが県内でまかなわれるわけではないため、(1)の①で求めた産

業ごとの投入額に県内自給率を乗じて、県内からの原材料等調達額を求める。 

基本表(P46、47より抜粋） （億円）

県内需要計
（控除）

移輸入
県内自給率

需要増加

額

農 林 漁 業 105,697 -50,325 0.523875 0.31 0.16
鉱 業 80,270 -70,293 0.124293 0.16 0.02

製 造 業 2,836,463 -2,225,366 0.215443 8.40 1.81

建 設 590,304 0 1.000000 0.08 0.08
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 401,067 -9,759 0.975667 × 0.61 ＝ 0.59

商 業 835,974 -327,457 0.608293 1.05 0.64

金 融 ・ 保 険 284,682 -9,217 0.967624 0.17 0.16

不 動 産 595,327 -7,109 0.988059 0.04 0.04
運 輸 ・ 郵 便 408,695 -162,288 0.602912 0.58 0.35

情 報 通 信 344,245 -93,827 0.727441 0.24 0.17

公 務 288,791 0 1.000000 0.00 0.00

サ ー ビ ス 2,073,264 -338,106 0.836921 0.88 0.74

分 類 不 明 44,668 -239 0.994649 0.07 0.07

計 4.83

県内からの
調達額
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② 次に、県内からの調達額を逆行列係数（開放型：移輸入を考慮）に乗じて（行列の積を 

求める。）、県内からの原材料等調達により県内で次々と生産誘発される額を算出する。 

これが、第 1 次波及効果による生産誘発額となる。 

逆行列係数表　開放型 ( P50、51より 抜粋 ) （億円）

農 林 漁 業 鉱 業 製 造 業 分 類 不 明
県内からの

調 達 額

農 林 漁 業 1.056428 0.000585 0.008996 0.000464 0.16 0.19

鉱 業 0.000297 1.000616 0.001485 0.000877 0.02 0.03

製 造 業 0.056935 0.039549 1.096011 0.021295 1.81 2.07

建 設 0.004371 0.007903 0.005805 0.006750 0.08 0.13
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 0.018929 0.043724 0.039482 0.066078 0.59 0.85

商 業 0.049110 0.029085 0.035553 0.012581 0.64 0.77

金 融 ・ 保 険 0.012925 0.056437 0.011754 0.014496 0.16 0.25

不 動 産 0.004086 0.010132 0.004500 0.027996 0.04 0.10

運 輸 ・ 郵 便 0.044885 0.193474 0.023311 0.071575 0.35 0.50

情 報 通 信 0.007622 0.010662 0.013371 0.059798 0.17 0.29

公 務 0.002121 0.003595 0.001175 0.247704 0.00 0.03

サ ー ビ ス 0.044521 0.069091 0.053666 0.075688 0.74 1.16

分 類 不 明 0.008580 0.014543 0.004754 1.002136 0.07 0.10
計 6.46

生産誘発額

× ＝
行
列
掛
け
算

 

 ③ このほか、(2)の②で求めた生産誘発額に粗付加価値率並びに雇用者所得率を乗じて、第 

  1 次波及効果に伴う粗付加価値誘発額並びに雇用者所得誘発額の合計を求める。 

投入係数表(P48、49より抜粋）

農林 漁業 鉱 業 製 造 業 建 設
電力 ・ガ

ス・ 水道
商 業

金 融 ・

保 険
不 動 産

運　輸

・郵　便
情報 通信 公 務 サー ビス 分類 不明 平 均

雇 用 者 所 得 0.139545 0.215461 0.197335 0.357307 0.167343 0.384298 0.328097 0.030132 0.298821 0.217767 0.403416 0.436348 0.018629 0.270534

粗付加価値部

門 計
0.494172 0.415601 0.416022 0.467083 0.475529 0.716092 0.682148 0.869016 0.518075 0.562864 0.690389 0.636093 0.442874 0.543600

県 内 生 産 額 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000

生 産 誘 発 額 0.19 0.03 2.07 0.13 0.85 0.77 0.25 0.10 0.50 0.29 0.03 1.16 0.10

× × × × × × × × × × × × × (億円）

粗付加価値率 0.494172 0.415601 0.416022 0.467083 0.475529 0.716092 0.682148 0.869016 0.518075 0.562864 0.690389 0.636093 0.442874 計

粗付加価値額

誘発額
0.10 0.01 0.86 0.06 0.40 0.55 0.17 0.08 0.26 0.16 0.02 0.74 0.05 3.46

生 産 誘 発 額 0.19 0.03 2.07 0.13 0.85 0.77 0.25 0.10 0.50 0.29 0.03 1.16 0.10

× × × × × × × × × × × × × (億円）

雇用者所得率 0.139545 0.215461 0.197335 0.357307 0.167343 0.384298 0.328097 0.030132 0.298821 0.217767 0.403416 0.436348 0.018629 計

雇用者所得誘

発額
0.03 0.01 0.41 0.04 0.14 0.29 0.08 0.00 0.15 0.06 0.01 0.50 0.00 1.74

 

第1次波及効果まとめ （億円）

生産誘発額 うち粗付加価値誘発額 うち雇用者所得誘発額

6.46 3.46 1.74  

(3) 第２次波及効果 

直接効果及び第 1 次波及効果により誘発された雇用者所得は、消費拡大を通じてさらに

生産を誘発する。 

 雇用者所得 → 家計消費支出 → 消費による生産誘発額 

① 直接効果及び第１次波及効果により誘発された雇用者所得額を合計する。 

     直接効果      4.25 億円 

     第 1 次波及効果   1.74 億円 

        計      5.99 億円 
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②  雇用者所得の増加分すべてが消費に向けられるとは限らないので、ここではそのうち

60.1％（富山市の平成 27 年の平均消費性向）が消費に振り向けられるとする。 

       5.99 億円×0.601＝3.60 億円 

③ 本来は消費額を各部門（製造業など）に割り振る必要があるが、消費パターン等のデー 

タ収集が困難なので、ここでは産業連関表中の民間消費支出の構成比と同様と仮定する。 

基本表(P46、47より抜粋） （億円）

民間消費

支出

民間消費

支出構成比

農 林 漁 業 27,585 0.010980 0.04

鉱 業 -55 -0.000022 0.00

製 造 業 512,980 0.204183 0.74
建 設 0 0.000000 消費に向け 0.00
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 99,133 0.039458 × られる額 ＝ 0.14

商 業 427,517 0.170166 3.60億円 0.61
金 融 ・ 保 険 135,195 0.053812 0.19

不 動 産 515,907 0.205348 0.74

運 輸 ・ 郵 便 95,511 0.038016 0.14
情 報 通 信 79,871 0.031791 0.11

公 務 219 0.000087 0.00

サ ー ビ ス 618,495 0.246181 0.89
分 類 不 明 0 0.000000 0.00

内 生 部 門 計 2,512,358 1.000000 計 3.60

民間消費支出

増加の内訳

 

 ④ 民間消費支出増加のうち、県内で調達される分を求める。 

   (3)の③で求めた民間消費支出増加の内訳に県内自給率（(2)の①参照）を乗じる。 

（億円）

民間消費支出

増加の内訳
県内自給率

農 林 漁 業 0.04 0.523875 0.02

鉱 業 0.00 0.124293 0.00

製 造 業 0.74 0.215443 0.16
建 設 0.00 1.000000 0.00
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 0.14 × 0.975667 ＝ 0.14

商 業 0.61 0.608293 0.37
金 融 ・ 保 険 0.19 0.967624 0.19

不 動 産 0.74 0.988059 0.73

運 輸 ・ 郵 便 0.14 0.602912 0.08
情 報 通 信 0.11 0.727441 0.08

公 務 0.00 1.000000 0.00

サ ー ビ ス 0.89 0.836921 0.74
分 類 不 明 0.00 0.994649 0.00

計 2.52

民間消費支出

増加の県内調

達額

 

 ⑤ 民間消費支出増加の県内調達分による生産波及効果を求める。 

   県内調達額を逆行列係数（開放型：移輸入を考慮）に県内からの調達額を乗じて（行列

の積を求める。）、県内からの調達により県内で次々と生産誘発される額を算出する。こ

れが、第２次波及効果による生産誘発額となる。 
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逆行列係数表 （開放型）（P50、51より抜粋） （億円）

農 林 漁 業 鉱 業 製 造 業 分 類 不 明
県内からの

調 達 額

農 林 漁 業 1.056428 0.000585 0.008996 0.000464 0.02 0.03

鉱 業 0.000297 1.000616 0.001485 0.000877 0.00 0.00

製 造 業 0.056935 0.039549 1.096011 0.021295 0.16 0.22

建 設 0.004371 0.007903 0.005805 0.006750 0.00 0.02
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 0.018929 0.043724 0.039482 0.066078 0.14 0.23

商 業 0.049110 0.029085 0.035553 0.012581 0.37 0.42

金 融 ・ 保 険 0.012925 0.056437 0.011754 0.014496 0.19 0.28

不 動 産 0.004086 0.010132 0.004500 0.027996 0.73 0.77

運 輸 ・ 郵 便 0.044885 0.193474 0.023311 0.071575 0.08 0.14

情 報 通 信 0.007622 0.010662 0.013371 0.059798 0.08 0.14

公 務 0.002121 0.003595 0.001175 0.247704 0.00 0.00

サ ー ビ ス 0.044521 0.069091 0.053666 0.075688 0.74 0.93

分 類 不 明 0.008580 0.014543 0.004754 1.002136 0.00 0.01

計 3.20

生産誘発額

× ＝
行
列
掛
け
算

 

⑥ このほか、(3)の⑤で求めた生産誘発額に粗付加価値率並びに雇用者所得率を乗じて、第 

２次波及効果に伴う粗付加価値誘発額並びに雇用者所得誘発額の合計を求める。 

投入係数表(P48、49より抜粋）

農林 漁業 鉱 業 製 造 業 建 設
電力 ・ガ

ス・ 水道
商 業

金 融 ・

保 険
不 動 産

運　輸

・郵　便
情報 通信 公 務 サー ビス 分類 不明 平 均

雇 用 者 所 得 0.139545 0.215461 0.197335 0.357307 0.167343 0.384298 0.328097 0.030132 0.298821 0.217767 0.403416 0.436348 0.018629 0.270534

粗付加価値部

門 計
0.494172 0.415601 0.416022 0.467083 0.475529 0.716092 0.682148 0.869016 0.518075 0.562864 0.690389 0.636093 0.442874 0.543600

県 内 生 産 額 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000

生 産 誘 発 額 0.03 0.00 0.22 0.02 0.23 0.42 0.28 0.77 0.14 0.14 0.00 0.93 0.01

× × × × × × × × × × × × × (億円）

粗付加価値率 0.494172 0.415601 0.416022 0.467083 0.475529 0.716092 0.682148 0.869016 0.518075 0.562864 0.690389 0.636093 0.442874 計

粗付加価値額

誘発額
0.01 0.00 0.09 0.01 0.11 0.30 0.19 0.67 0.07 0.08 0.00 0.59 0.01 2.14

生 産 誘 発 額 0.03 0.00 0.22 0.02 0.23 0.42 0.28 0.77 0.14 0.14 0.00 0.93 0.01

× × × × × × × × × × × × × (億円）

雇用者所得率 0.139545 0.215461 0.197335 0.357307 0.167343 0.384298 0.328097 0.030132 0.298821 0.217767 0.403416 0.436348 0.018629 計

雇用者所得誘

発額
0.00 0.00 0.04 0.01 0.04 0.16 0.09 0.02 0.04 0.03 0.00 0.41 0.00 0.85  

第２次波及効果まとめ （億円）

生産誘発額 うち粗付加価値誘発額 うち雇用者所得誘発額

3.20 2.14 0.85  

(4) 計算結果 

第 2 次波及効果までをまとめると次のようになり、100 億円の需要によって 21.54 億円＋

6.46 億円＋3.20 億円＝31.20 億円の生産が県内で誘発されたこととなるが、県内への需要に

対してということであれば、21.54 億円の需要によって、31.20 億円（約 1.45 倍）の生産が

誘発されたという言い方ができよう。 

（億円）

直接効果 第１次波及効果 第２次波及効果 合　計

生産誘発額 21.54 6.46 3.20 31.20

粗付加価値誘発額 8.96 3.46 2.14 14.56

雇用者所得誘発額 4.25 1.74 0.85 6.84  

(5) 第 3 次波及以降の計算 

 第２次波及と同様、３次、４次という具合に、理論的には波及が続くことが考えられる 
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が、在庫処分などにより、生産波及の中断が考えられるので通常は２次波及程度で留置く 

ことが一般的である。 

(6) 経済波及効果分析における留意点 

 ① 第２次波及効果の要因としては、雇用者所得以外にも営業余剰の増加による総固定資本 

形成の増加が考えられるが、営業余剰についてはその転換比率がないため、雇用者所得だ 

けを対象としていること。 

 ② 経済波及効果の達成される時期が明確でなく、１年以内に生じるとは限らないこと。 

 ③ 生産を行ううえでの制約条件（ボトルネック）は、一切ないものとする。 

 ④ 商品生産に必要な投入構造は商品ごとに固有であり、かつ、短期的には変化しないと仮 

定する。 

 ⑤ 各部門が使用する投入量は、その部門の生産水準に比例し、生産水準が２倍になれば使 

用する原材料等の投入量も２倍になるという「線形的な比例関係」を仮定する（規模の経

済性はないものとする。）。 

 ⑥ 生産波及は、途中段階で中断することなく最後まで波及するものと仮定する（追加需要

にはすべて生産増で対応し、在庫取り崩し等による波及中断はない。）。 

 

＜コラム＞ 

  これまで順を追って経済波及効果計算の過程を説明してきたが、単純な事例であれば、 

以下のとおり同様の結果を得ることができる。 

 ただし、これらの方法は、原材料県内自給率などの条件を変えて経済波及効果を求める 

場合には向かないので、注意が必要である。 

 

１ 直接効果＋第 1次波及効果をまとめて求める方法 

  経済波及効果分析の対象が１部門であり、かつ県内自給率を産業連関表のもの同様と仮 

 定する場合、次のようにすると、直接効果＋第 1 次波及効果をまとめて求めることができ 

る。 

逆行列係数表（開放型）(P50、51より抜粋) （億円）

製 造 業
県内自給率

(製造業）
需要増加額

農 林 漁 業 0.008996 × 0.215443 × 100 0.19

鉱 業 0.001485 × 0.215443 × 100 0.03

製 造 業 1.096011 × 0.215443 × 100 23.61
建 設 0.005805 × 0.215443 × 100 0.13
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 0.039482 × 0.215443 × 100 0.85

商 業 0.035553 × 0.215443 × 100 ＝ 0.77

金 融 ・ 保 険 0.011754 × 0.215443 × 100 0.25
不 動 産 0.004500 × 0.215443 × 100 0.10

運 輸 ・ 郵 便 0.023311 × 0.215443 × 100 0.50

情 報 通 信 0.013371 × 0.215443 × 100 0.29

公 務 0.001175 × 0.215443 × 100 0.03
サ ー ビ ス 0.053666 × 0.215443 × 100 1.16

分 類 不 明 0.004754 × 0.215443 × 100 0.10

計 28.00

生産誘発額
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２ 最終需要項目別生産誘発係数を利用して第２次波及効果を求める方法 

県内自給率及び民間消費支出の構成比が産業連関表のものと同様と仮定する場合、民間 

消費支出部門の生産誘発係数を使用すると、それに伴う生産波及効果を簡単に求めることが

できる。 

 

 １の例をもとにする場合、まず生産誘発額から雇用者所得誘発額を求める。 
投入係数表(P48、49より抜粋）

農林 漁業 鉱 業 製 造 業 建 設
電力 ・ガ

ス・ 水道
商 業

金 融 ・

保 険
不 動 産

運　輸

・郵　便
情報 通信 公 務 サー ビス 分 類 不 明 平 均

雇 用 者 所 得 0.139545 0.215461 0.197335 0.357307 0.167343 0.384298 0.328097 0.030132 0.298821 0.217767 0.403416 0.436348 0.018629 0.270534

粗付加価値部

門 計
0.494172 0.415601 0.416022 0.467083 0.475529 0.716092 0.682148 0.869016 0.518075 0.562864 0.690389 0.636093 0.442874 0.543600

県 内 生 産 額 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000 1.000000

生 産 誘 発 額 0.19 0.03 23.61 0.13 0.85 0.77 0.25 0.10 0.50 0.29 0.03 1.16 0.10

× × × × × × × × × × × × × (億円）

雇用者所得率 0.139545 0.215461 0.197335 0.357307 0.167343 0.384298 0.328097 0.030132 0.298821 0.217767 0.403416 0.436348 0.018629 計

雇用者所得誘

発額
0.03 0.01 4.66 0.04 0.14 0.29 0.08 0.00 0.15 0.06 0.01 0.50 0.00 5.99

 

 次に、雇用者所得の増加分すべてが消費に向けられるとは限らないので、ここではそのう

ち 60.1％（富山市の平成 27 年の平均消費性向）が消費に振り向けられるとする。 

     5.99 億円×0.601＝3.60 億円 

 このようにして求めた民間消費支出増加額を次のように最終需要項目別生産誘発係数にあ

てはめる。 

最終需要項目別生産誘発係数（P52より) （億円）

民 間

消 費 支 出
農 林 漁 業 0.007551 × 3.60 0.03

鉱 業 0.000860 × 3.60 0.00

製 造 業 0.060860 × 3.60 0.22

建 設 0.006620 × 3.60 0.02

電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 0.063841 × 3.60 0.23

商 業 0.115382 × 3.60 ＝ 0.42

金 融 ・ 保 険 0.078498 × 3.60 0.28

不 動 産 0.213003 × 3.60 0.77

運 輸 ・ 郵 便 0.038444 × 3.60 0.14

情 報 通 信 0.039789 × 3.60 0.14

公 務 0.001050 × 3.60 0.00

サ ー ビ ス 0.258999 × 3.60 0.93

分 類 不 明 0.003895 × 3.60 0.01

計 0.888792 3.20

第２次波及効果
消費にまわ
る額

 

 

３ 経済波及効果の結果 

  １と２により求めた経済波及効果をまとめると、次のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

生産誘発額の合計 （億円）

直接効果

＋第１次波及効果

第２次波及効果 3.20

計 31.20

28.00


